
介護サービス関係 Q&A集

サービス種別 基準種別 項目 質問 回答
ＱＡ発出時期、文書

番号等
番号

6 13 訪問看護事業 4 報酬 緊急時訪問看護加算 緊急時訪問看護加算の届出を月の途中に受理した場合も、受理後に利用者の
同意があれば、同意を得た日以降の加算として当該月に算定できるか。

算定できる 12.3.31事務連絡
介護保険最新情報vol.59
介護報酬等に係るQ&A

Ⅰ(1）③３

7 13 訪問看護事業 3 運営 緊急時訪問看護加算 緊急時訪問看護加算は、体制が整備されていれば算定してよいか。 告示では利
用者の同意を得て算定とされているが。

　体制が整備されているステーションにおいて、利用者に対し緊急時訪問看護加算につい
て十分な説明を行った上で、利用者が緊急時の訪問看護を希望し、加算について同意し
た場合に算定が可能となる。

12.3.31事務連絡
介護保険最新情報vol.59
介護報酬等に係るQ&A

Ⅰ(1）③４

8 13 訪問看護事業 4 報酬 複数の事業所による訪問看護 一人の利用者に対し、2カ所の事業所から訪問看護サービスが提供されている場
合は、それぞれに緊急時訪問看護加算、特別管理加算の算定が可能か

　緊急時訪問看護加算については、その性質上、複数の事業所によって加算の対象とな
る緊急時訪問看護が行われることは考えにくく、加算は1事業所についてのみ行われる。
特別管理加算については、1事業所からサービスを受ける場合との均衡上、2の事業所か
らサービスが提供される場合も、加算は1事業所についてのみ行うこととなる。したがって、
加算分の請求は1事業所のみが行うこととなるが、その分配は事業所相互の合議にゆだ
ねられる。

12.3.31事務連絡
介護保険最新情報vol.59
介護報酬等に係るQ&A

Ⅰ(1）③５

9 13 訪問看護事業 4 報酬 営業日以外の訪問看護 訪問看護ステーションの営業日が月～金曜日までの場合に、介護支援専門員か
ら土・日曜日の訪問看護を依頼され、特別にサービスを提供することとした場合、
告示に定められている基準の額以外に別途休日の加算を算定してよいか（緊急
時訪問看護加算を算定していない場合）

　居宅サービス計画で、土日の訪問看護が位置づけされた場合も休日の加算は算定でき
ない。

12.3.31事務連絡
介護保険最新情報vol.59
介護報酬等に係るQ&A

Ⅰ(1）③８

10 13 訪問看護事業 3 運営 訪問看護の回数制限 医療保険の給付対象である訪問看護では、週3日の回数制限や2カ所以上のス
テーションから訪問看護を受けられない等の制限があるが、介護保険においては
こうした制限はあるか

　介護保険の給付対象となる訪問看護については、週あたりの訪問回数に特段の制限は
なく、又、2カ所のステーションから訪問看護の提供を受けることも可能である。

12.3.31事務連絡
介護保険最新情報vol.59
介護報酬等に係るQ&A

Ⅰ(1）③９

11 13 訪問看護事業 3 運営 訪問看護のみを利用している人
の要介護認定

第2号被保険者（特定疾病該当者）で訪問看護のみを希望した場合、要介護認定
を受けずに医療保険の訪問看護を利用してよいか。あるいは要介護認定を受け
た上で介護保険の訪問看護を利用すべきか。

　要介護認定を受けていただくのが原則であるが、介護保険のサービス利用は申請主義
であり、利用者本人が専ら医療保険のサービスしか利用しない場合には、必ずしも要介護
認定を受けなければならないものではない。

12.3.31事務連絡
介護保険最新情報vol.59
介護報酬等に係るQ&A

Ⅰ(1）③
10

12 13 訪問看護事業 3 運営 訪問看護のみを利用している人
の要介護認定

認定申請中において認定申請の取り下げができるというが具体的にどのような
手順となるのか。

　認定申請の取り下げを希望する者は、市町村に対して、書面（任意様式）により取り下げ
を希望する旨を申し出る。当該申し出を受けた市町村は、当該者に対して被保険者証を返
付すると共に、既に資格者証を交付している場合には資格者証の返還を求める。なお、居
宅サービス計画の作成依頼に係る居宅介護支援事業者名等の届出が行われている場合
には当該届出はなかったものとみなすことも必要となる。居宅介護支援事業者や介護サー
ビス事業者に対する認定申請を取り下げた旨の連絡は原則として取り下げを申し出た者
が行うこととし、市町村はこの旨申し出を行った者に周知することが必要である。

12.3.31事務連絡
介護保険最新情報vol.59
介護報酬等に係るQ&A

Ⅰ(1）③
12

13 13 訪問看護事業 3 運営 特別指示書による訪問看護 急性増悪等により頻回の訪問看護の必要がある旨の特別の指示による訪問看
護は14日間行うのか

14日間は上限であり、医師の判断により14日以下の期間を限定して行うこととなる。 12.3.31事務連絡
介護保険最新情報vol.59
介護報酬等に係るQ&A

Ⅰ(1）③
16

38 13 訪問看護事業 4 報酬 訪問看護ステーションと保険医
療機関とが医療保険でいう「特
別な関係」にある場合の介護給
付費の算定

　訪問看護ステーションと医療保険でいう「特別な関係」にある保険医療機関にお
いて、医療機関が居宅療養管理指導費（介護保険）を算定した日と同一日に訪
問看護ステーションの訪問看護費（介護保険）の算定は可能か。

　別の時間帯に別のサービスとして行われた場合、可能である。 12.4.28事務連絡
介護保険最新情報vol.71
介護報酬等に係るQ&A
vol.2

Ⅰ(1）③1

39 13 訪問看護事業 5 その他 事業所の休日における利用者
負担

事業所の休日に，利用者の希望により居宅サービス計画に位置づけられた訪問
看護を行う場合，現在の医療保険における取扱いと同様に，別途その他の負担
金を徴収してよろしいか。

そのような取扱いはできません。 12.4.28事務連絡
介護保険最新情報vol.71
介護報酬等に係るQ&A
vol.2

Ⅰ(1）③２

40 13 訪問看護事業 4 報酬 24時間連絡体制加算 緊急時訪問看護加算を居宅サービス計画に入れていない利用者が急性増悪等
によって主治医の特別な指示書が交付され、医療保険からの訪問看護を利用し
た場合、利用者の同意に基づき医療保険で24時間連絡体制加算を算定できる
か。

算定できる。 12.4.28事務連絡
介護保険最新情報vol.71
介護報酬等に係るQ&A
vol.2

Ⅰ(1）③７
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41 13 訪問看護事業 4 報酬 緊急時訪問看護加算 緊急時訪問看護加算の体制が月期の途中で維持できず、届出の取り下げが
あった場合に、既に緊急時訪問看護を1回利用した者については緊急時訪問看
護加算を算定してよいか。

　当該加算の体制月期の途中から月末まで整わないことになるので、当該加算は算定で
きない。

12.4.28事務連絡
介護保険最新情報vol.71
介護報酬等に係るQ&A
vol.2

Ⅰ(1）③８

42 13 訪問看護事業 4 報酬 緊急時訪問看護加算 利用者が緊急時対応だけの訪問看護を希望した場合、緊急時訪問看護加算の
み居宅サービス計画に組み込むことは可能か。

緊急時訪問看護加算のみの算定はできない。 12.4.28事務連絡
介護保険最新情報vol.71
介護報酬等に係るQ&A
vol.2

Ⅰ(1）③９

43 13 訪問看護事業 4 報酬 計画外の訪問看護加算 緊急時訪問看護加算を組み込んでいない場合であって、計画外の訪問看護を
行った場合に、支給限度額に余裕がある場合は、居宅サービス計画の変更で介
護保険から給付されるか。

貴見のとおり 12.4.28事務連絡
介護保険最新情報vol.71
介護報酬等に係るQ&A
vol.2

Ⅰ(1）③
11

44 15 居宅療養管理指導
事業

4 報酬 居宅療養管理指導と寝たきり老
人訪問診療

「寝たきり老人在宅総合診療料」と「居宅療養管理指導費」は同時に算定できる
が、「寝たきり老人訪問診療料」と「居宅療養管理指導費」は同時に算定できる
か。

算定できる。 12.4.28事務連絡
介護保険最新情報vol.71
介護報酬等に係るQ&A
vol.2

Ⅰ(1）④1

89 15 居宅療養管理指導
事業

4 報酬 居宅療養管理指導のみの請求
を行うときの居宅サービス計画
欄の記載

介護給付費明細書(様式第2号) において、居宅療養管理指導のみの請求を行う
場合は居宅サービス計画欄の記載を要しないこととなっているが、インタフェース
仕様書においては、居宅サービス計画作成区分コードは必須項目となっている、
伝送または磁気媒体で請求する場合には、何を設定するのか。

居宅療養管理指導については、サービス計画に基づくサービスではないため、当該サービ
スのみの請求を行う場合には居宅サービス計画欄の記載を要しないこととなっている。
しかし、伝送または磁気媒体で請求を行う場合には、インタフェース仕様書のとおり、様式
第2号における居宅サービス計画作成区分コードは必須項目となっており、何らかの設定
が必要となるので、この場合、以下の2つの方法により設定することとする。

1 被保険者証にサービス計画作成居宅支援事業所の記載がある場合
(被保険者が訪問通所または短期入所サービスを居宅支援事業所が作成したサービス計
画に基づき受給している場合)
居宅サービス計画作成区分コードに“ 1” 居宅介護支援事業所番号に被保険者証記載の
サービス計画作成居宅支援事業所番号を設定する。
2 被保険者証にサービス計画作成居宅支援事業所の記載がない場合
(被保険者が訪問通所または短期入所サービスを自己作成のサービス計画に基づき受給
している場合または痴呆対応型共同生活介護または特定施設入所者生活介護を受給して
いる場合)
居宅サービス計画作成区分コードに”2” を設定する。

12.4.28事務連絡
介護保険最新情報vol.71
介護報酬等に係るQ&A
vol.2

Ⅴ５

93 13 訪問看護事業 4 報酬 同一日に医療保険と介護保険
の両方の請求

午前中に「訪問診療」を実施し、午後に「訪問看護」及び「訪問リハビリ」を行った
場合に、医療保険と介護保険それぞれに請求を行うことが可能か。

医療保険による訪問診療と介護保険による訪問看護（要介護者、要支援者に行われる訪
問看護は癌末期、神経難病など一定の疾病の状態にある場合や急性増悪等の場合を除
き、介護保険からの給付となる）、訪問リハビリが別の時間帯に別のサービスとして行われ
る場合、それぞれが算定できる。

12.4.28事務連絡
介護保険最新情報vol.71
介護報酬等に係るQ&A
vol.2

Ⅰ(1）①3

144 13 訪問看護事業 1 人員 出張所の人員基準 特別地域訪問看護加算を算定できる地域にある出張所を本拠地として訪問看護
を行う従業者について、准看護婦1人の配置でも差し支えないか。

看護婦等（准看護婦（士）を除く。以下同じ。）が訪問看護計画書及び訪問看護報告書を作
成することになっているので、主たる事務所で訪問看護計画書等を作成する等の支援体
制の下に実施されるのであれば差し支えない。ただし、地理条件等を勘案し、そのような体
制を敷くことが困難であるならば、看護婦等が配置される必要がある。

13.3.28
事務連絡
介護保険最新情報vol.106
運営基準等に係るＱ＆Ａ

Ⅶの1

206 13 訪問看護事業 4 報酬 緊急時訪問看護加算 緊急時訪問看護加算について、当該月において利用者が一度も計画的な訪問
看護を受けていない時点で緊急時訪問を受け、その直後に入院したような場合
に、当該緊急時訪問の所要時間に応じた所定単位数の訪問看護費と緊急時訪
問看護加算をそれぞれ算定できるか。

緊急時訪問加算について、体制にかかる部分と実際の訪問にかかる部分を別に算定する
こととした。当該体制は1月を通じて整備される必要がある。
緊急時訪問看護加算は、当該月の第1回目の介護保険の給付対象となる訪問看護を行っ
た日に加算されるものであるため、第1回目の訪問が訪問看護計画に位置付けられていな
い緊急時訪問である場合にも加算できる。（当該月に介護保険の給付対象となる訪問看
護を行っていない場合に当該加算のみを算定することはできない）
なお、緊急時訪問を行った場合は、当該訪問の所要時間に応じた訪問看護費を算定する
ことになる。この場合、夜間・早朝・深夜の加算は算定されない。（緊急時訪問看護加算を
算定する事業所においても、当初から計画されていた夜間・早朝・深夜の訪問については
当該加算を算定できる。）

15.5.30
事務連絡
介護保険最新情報vol.151
介護報酬に係るQ&A

1

207 13 訪問看護事業 3 運営 緊急時訪問看護加算 緊急時訪問看護加算における24時間連絡体制の具体的な内容について 当該訪問看護ステーション以外の施設又は従事者を経由するような連絡体制に係る連絡
相談体制及び訪問看護ステーション以外の者が所有する電話を連絡先とすることは認め
られない。

15.5.30
事務連絡
介護保険最新情報vol.151
介護報酬に係るQ&A

2
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208 13 訪問看護事業 4 報酬 緊急時訪問看護加算 緊急時訪問看護加算について、訪問看護を行う医療機関において、当該医療機
関の管理者である医師が緊急時に対応する場合に当該加算を算定できるか。

緊急時訪問看護加算に係る連絡相談を担当するものは、原則として、当該訪問看護ス
テーションの保健師、看護師とし、勤務体制等を明確にすることとされているが、病院又は
診療所の場合に限り、医師が対応してもよい。

15.5.30
事務連絡
介護保険最新情報vol.151
介護報酬に係るQ&A

3

209 13 訪問看護事業 3 運営 特別管理加算 特別管理加算の対象者のうち「ドレーンチューブ又は留置カテーテルを使用して
いる状態」をされているが、流動食を経鼻的に注入している者について算定でき
るか。

算定できる。 15.5.30
事務連絡
介護保険最新情報vol.151
介護報酬に係るQ&A

4

210 13 訪問看護事業 4 報酬 特別管理加算 複数の事業所から訪問看護を利用する場合の特別管理加算について、「その配
分は事業所相互の合議に委ねられる」とされているが、その具体的な内容につい
て

特別管理加算については、1人の利用者に対し、1か所の事業所に限り算定できるが、複
数の訪問看護事業所が関わっている場合は、1か所の事業所が加算を請求した後に、事
業所間で協議して、各事業所の特別管理に係る業務の比重に応じて当該請求に係る収入
を按分することになる。

15.5.30
事務連絡
介護保険最新情報vol.151
介護報酬に係るQ&A

5

211 13 訪問看護事業 4 報酬 特別管理加算 特別管理加算を算定するためには、緊急時訪問看護加算を算定することが要件
であるか。

特別管理加算の算定について、緊急時訪問看護加算は要件ではないが、特別管理加算
の対象者又はその家族等から電話等により看護に関する意見を求められた場合に常時対
応できる体制その他必要な体制を整備していることが望ましい。

15.5.30
事務連絡
介護保険最新情報vol.151
介護報酬に係るQ&A

6

212 13 訪問看護事業 4 報酬 特別管理加算 理学療法士等による訪問看護のみを利用する利用者について特別管理加算は
算定できるか。

特別管理加算については､別に厚生労働大臣が定める状態にある利用者に対して、当該
状態にかかる計画的な管理を行った場合に算定するとされており、訪問看護ステーション
の理学療法士等によりリハビリテーションを中心とした訪問看護のみを利用する利用者に
ついては、そうした計画的な管理が行われているとは想定されないため、一般的には、当
該加算は算定できない。

15.5.30
事務連絡
介護保険最新情報vol.151
介護報酬に係るQ&A

7

213 13 訪問看護事業 4 報酬 ターミナルケア加算 介護保険の訪問看護の対象者が､急性増悪等により「特別訪問看護指示書」の
交付を受けて医療保険の訪問看護を利用していた期間に死亡した場合の算定方
法について

死亡前24時間以内の訪問看護が医療保険の給付対象となる場合は､「ターミナルケア療養
費」として医療保険において算定する。

15.5.30
事務連絡
介護保険最新情報vol.151
介護報酬に係るQ&A

8

214 13 訪問看護事業 4 報酬 特別地域加算 訪問看護の緊急時訪問看護加算､特別管理加算およびターミナル加算の単位数
については特別地域加算の算定対象となるか。

算定対象とならない。 15.5.30
事務連絡
介護保険最新情報vol.151
介護報酬に係るQ&A

10

215 13 訪問看護事業 4 報酬 サービス提供時間 サービス提供時間が1時間30分を超過する場合の費用の算定方法について 1時間30分を超過する場合については､訪問看護ステーションが定めた利用料を徴収でき
る。

15.5.30
事務連絡
介護保険最新情報vol.151
介護報酬に係るQ&A

11

216 13 訪問看護事業 4 報酬 認知症対応型共同生活介護利
用者への訪問看護

認知症対応型共同生活介護の利用者が急性増悪等により訪問看護を利用した
場合の取扱いについて

急性増悪等により訪問看護が必要となり、医師の指示書および特別訪問看護指示書の交
付を受けて､訪問看護ステーションから訪問看護を行った場合は､指示の日から14日間を
上限として､医療保険において訪問看護療養費を算定できる。医療機関においては在宅患
者訪問看護・指導料を算定できる。

15.5.30
事務連絡
介護保険最新情報vol.151
介護報酬に係るQ&A

12

217 13 訪問看護事業 4 報酬 退院日における訪問看護 老人保健施設や介護療養型医療施設の退所・退院した日においても、特別管理
加算の対象となりうる状態の利用者については訪問看護が算定できることになっ
たが、他の医療機関を退院した日についても算定できるか。

算定できる。 15.5.30
事務連絡
介護保険最新情報vol.151
介護報酬に係るQ&A

13

218 13 訪問看護事業 4 報酬 医療保険の訪問看護との関係 医療保険による訪問診療を算定した日において、介護保険による訪問看護、訪
問リハビリテーションを行った場合、医療保険と介護保険についてそれぞれ算定
できるか。

医療保険による訪問診療を算定した日において、介護保険による訪問看護、訪問リハビリ
テーションが別の時間帯に別のサービスとして行われる場合に限りそれぞれ算定できる。

15.5.30
事務連絡
介護保険最新情報vol.151
介護報酬に係るQ&A

14

220 13 訪問看護事業 4 報酬 入院患者の外泊中のサービス
提供

医療保険適用病床の入院患者が外泊中に介護保険による訪問看護、訪問リハ
ビリテーションを算定できるか。

医療保険適用病床の入院患者が外泊中に受けた訪問サービスは介護保険による算定は
できないため、ご指摘の場合は算定できない。

15.5.30
事務連絡
介護保険最新情報vol.151
介護報酬に係るQ&A

15
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222 13 訪問看護事業 4 報酬 難病患者等の利用 利用者が末期がん患者や神経難病など難病患者等の場合の取扱いについて 利用者が末期がん患者や難病患者等の場合は、訪問看護は全て医療保険で行い、介護
保険の訪問看護費は算定できない。

15.5.30
事務連絡
介護保険最新情報vol.151
介護報酬に係るQ&A

16

223 13 訪問看護事業 3 運営 ２か所以上の事業所利用 2ヶ所以上の訪問看護ステーションを利用する場合の医師の指示書について 2ヶ所以上の訪問看護数テーションからの訪問看護を利用する場合は､医師の指示書が各
訪問看護ステーションごとに交付される必要がある。ただし､訪問看護指示料は1人1月1回
の算定となる。

15.5.30
事務連絡
介護保険最新情報vol.151
介護報酬に係るQ&A

17

224 15 居宅療養管理指導
事業

4 報酬 月２回までの算定 医師・歯科医師の居宅療養管理指導について、1人の利用者についてそれぞれ
月2回まで算定できることとされたが､その具体的内容について

1人の医師及び1人の歯科医師のみが、1人の利用者について1月に2回居宅療養管理指
導を算定できる。複数の医師、複数の歯科医師による算定は原則としてできないが、主治
の医師または歯科医師がやむを得ない事情により訪問できない場合については、同一医
療機関の医師・歯科医師が代わりに訪問して指導を行った場合も算定できる。

15.5.30
事務連絡
介護保険最新情報vol.151
介護報酬に係るQ&A

1

225 15 居宅療養管理指導
事業

4 報酬 算定日 医師・歯科医師の居宅療養管理指導の算定日について、例えば、ある月に5回訪
問診療があり、そのいずれも居宅療養管理指導を行った場合に、月2回居宅療養
管理指導を算定しようとする場合の算定日は、事業所の任意で、5回の訪問診療
の日のうちいずれの日から選んでもよいか。

医師・歯科医師の居宅療養管理指導については、1日の訪問診療又は往診に月1回のみ
算定できる。当該月の訪問診療または往診が3日以上ある場合は、当該に日のうち、主た
る管理指導を行った2回の訪問診療または往診の日とする。

15.5.30
事務連絡
介護保険最新情報vol.151
介護報酬に係るQ&A

2

226 15 居宅療養管理指導
事業

4 報酬 訪問診療と同一日の算定 訪問診療を算定した同一日における薬剤師等の居宅療養管理指導の算定につ
いて

医療保険による訪問診療を算定した日において､医療機関の薬剤師・管理栄養士の居宅
療養管理指導を算定できない。ただし、医療機関の薬剤師・管理栄養士の居宅療養管理
指導を行った後、患者の病状の急変等により、往診を行った場合についてはこの限りでは
ない。

15.5.30
事務連絡
介護保険最新情報vol.151
介護報酬に係るQ&A

6

249 13 訪問看護事業 4 報酬 老人訪問看護指示加算 入所(院)の選定する訪問看護ステーションが老人保健施設（介護療養型医療施
設）に併設する場合も算定できるか。

退所(院)時に1回を限度として算定できる。 15.5.30
事務連絡
介護保険最新情報vol.151
介護報酬に係るQ&A

11

471 13 訪問看護事業 4 報酬 緊急時訪問看護加算 訪問看護の緊急時訪問看護加算の算定要件について、特別管理加算を算定す
る状態の者が算定されており、特別管理加算の算定は個別の契約が必要なの
で、その契約が成立しない場合は緊急時訪問看護加算も算定できないのか。

緊急時訪問看護加算は、利用者又はその家族等に対して24時間連絡体制にあって、か
つ、計画的に訪問することとなっていない緊急時訪問を必要に応じて行う場合、利用者の
同意を得て算定するものであり、特別管理加算の算定の有無はその算定要件ではない。

18.3.22
介護制度改革information
vol.78
平成18年4月改定関係Q
＆A(vol.1)

4

473 15 居宅療養管理指導
事業

4 報酬 薬局薬剤師が行う居宅療養管
理指導

薬局薬剤師が行う居宅療養管理指導における医師・歯科医師からの指示は、医
師・歯科医師による居宅療養管理指導の情報提供でもよいのか。

医師・歯科医師による居宅療養管理指導の情報提供でも構わない。この場合の情報提供
は、医師・歯科医師と薬局薬剤師がサービス担当者会議に参加し、医師・歯科医師から薬
局薬剤師が行う居宅療養管理指導の必要性を提案する方法や、サービス担当者会議に
参加が困難な場合や開催されない場合には、文書（メールやＦＡＸでも可）により薬局薬剤
師に対して情報提供を行う方法が考えられる。

18.3.22
介護制度改革information
vol.78
平成18年4月改定関係Q
＆A(vol.1)

8

805 13 訪問看護事業 1 人員 管理者 訪問看護事業所の管理者として保健師及び看護師以外の者をあてることができ
る場合とは、具体的にどのような場合か。

地域の事情等により、主に理学療法士等により訪問看護が行われ、管理者としてふさわし
い保健師、看護師が確保できない等のやむを得ない理由がある場合には、過去の経歴等
を勘案して指定訪問看護ステーションの管理者としてふさわしいと都道府県知事に認めら
れた理学療法士等をあてることが考えられる。

21.3.23
介護保険最新情報vol.69
平成21年4月改定関係Q
＆A(vol.1)

37

806 13 訪問看護事業 3 運営 理学療法士等の訪問 理学療法士等の訪問については、訪問看護計画において、理学療法士等の訪
問が保健師又は看護師による訪問の回数を上回るような設定がなされてもよい
のか。

リハビリテーションのニーズを有する利用者に対し、病院、老人保健施設等が地域に存在
しないこと等により訪問リハビリテーションを適切に提供できず、その代替えとしての訪問
看護ステーションからの理学療法士等の訪問が過半を占めることもあることから、理学療
法士等の訪問が保健師又は看護師による訪問の回数を上回るような設定もあると考え
る。

21.3.23
介護保険最新情報vol.69
平成21年4月改定関係Q
＆A(vol.1)

38

807 13 訪問看護事業 4 報酬 複数名訪問加算 複数名訪問加算は30 分未満と30 分以上で区分されているが、訪問時間全体の
うち、複数の看護師が必要な時間で分けるのか。例えば、訪問看護（30分以上1
時間未満）のうち複数の看護師が必要な時間が30 分未満だった場合はどちらを
加算するのか。

１人目の看護師の訪問の時間によらず、２人目の看護師が必要な時間である30 分未満を
加算する。

21.3.23
介護保険最新情報vol.69
平成21年4月改定関係Q
＆A(vol.1)

39
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809 15 居宅療養管理指導
事業

3 運営 看護職員による居宅療養管理
指導

看護職員の居宅療養管理指導について、医師の訪問看護指示書が必要か。 看護職員による居宅療養管理指導の必要性については、要介護認定の際に主治医から
提出される「主治医意見書」の「看護職員の訪問による相談・支援」の項目のチェックの有
無又は「特記すべき事項」の記載内容等により判断されるのであり、現在の訪問看護のよ
うな指示書は必要でない。

21.3.23
介護保険最新情報vol.69
平成21年4月改定関係Q
＆A(vol.1)

42

810 15 居宅療養管理指導
事業

3 運営 看護職員による居宅療養管理
指導

看護職員による居宅療養管理指導において実施する内容は何か。診療の補助
行為は実施できるのか。

看護職員による居宅療養管理指導は、療養上の相談及び支援を行うものであり、診療の
補助行為を実施しただけでは、居宅療養管理指導費は算定できない。

21.3.23
介護保険最新情報vol.69
平成21年4月改定関係Q
＆A(vol.1)

44

811 15 居宅療養管理指導
事業

3 運営 訪問看護と看護職員による居宅
療養管理指導の選択

主治医意見書において「訪問看護」と、「看護職員の訪問による相談・支援」の両
方の項にチェックがある場合、どちらのサービスを優先すべきか。

訪問看護と看護職員による居宅療養管理指導はどちらか一方のサービスのみ算定できる
こととなっていることから、このような事例においては、利用者等の意向も踏まえつつ、サー
ビス担当者会議において、どちらのサービスを提供することが利用者にとって適切である
かを検討して選択されるべきである。

21.3.23
介護保険最新情報vol.69
平成21年4月改定関係Q
＆A(vol.1)

45

946 13 訪問看護事業 4 報酬 長時間訪問看護加算 ケアプラン上は１時間３０分未満の訪問看護の予定であったが、アクシデント等に
よりサービスの提供時間が１時間３０分を超えた場合は、長時間訪問看護加算と
して３００単位を加算してよいか。

長時間訪問看護加算は、ケアプラン上１時間３０分以上の訪問が位置付けられていなけれ
ば算定できない。

21.4.17
介護保険最新情報vol.79
平成21年4月改定関係Q
＆A(vol.2)

15

947 13 訪問看護事業 4 報酬 長時間訪問看護加算 長時間の訪問看護に要する費用については、１時間３０分を超える部分について
は、保険給付や１割負担とは別に、訪問看護ステーションで定めた利用料を徴収
できることとなっているが、長時間訪問看護加算を算定する場合は、当該利用料
を徴収できないものと考えるが、どうか。

貴見のとおり。 21.4.17
介護保険最新情報vol.79
平成21年4月改定関係Q
＆A(vol.2)

16

948 13 訪問看護事業 4 報酬 ターミナルケア加算 (訪問看護）死亡前14 日以内に2 回以上ターミナルケアをしていれば、医療機関
に入院し24 時間以内に死亡した場合にもターミナルケア加算を算定できるという
ことか。

ターミナルケアを実施中に、医療機関に搬送し、24 時間以内に死亡が確認された場合に
算定することができるものとする。

21.4.17
介護保険最新情報vol.79
平成21年4月改定関係Q
＆A(vol.2)

17

1143 13 訪問看護事業 1 人員 管理者 訪問看護事業所の管理者と定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所又は複
合型サービス事業所の管理者を兼ねることは可能か。

訪問看護事業所と定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所又は複合型サービス事業
所が同一事業所において、一体的に運営されている場合は可能である。

24.3.16
事務連絡
介護保険最新情報vol.267
「平成２４年度介護報酬改
定に関するＱ＆Ａ(Vol.1)
（平成24 年3 月16 日）」の
送付について

17

1144 13 訪問看護事業 4 報酬 20分未満の訪問看護 ２０分未満の報酬を算定する場合は緊急時訪問看護加算も合わせて算定する必
要があるのか。

緊急時訪問看護加算の体制の届出をしていることを要件としており、緊急時訪問看護加算
を算定している必要はない。

24.3.16
事務連絡
介護保険最新情報vol.267
「平成２４年度介護報酬改
定に関するＱ＆Ａ(Vol.1)
（平成24 年3 月16 日）」の
送付について

18

1145 13 訪問看護事業 3 運営 20分未満の訪問看護 「所要時間20分未満」の訪問看護で想定している看護行為は具体的にどのような
ものか。

気管内吸引、導尿や経管栄養等の医療処置の実施等を想定している。なお、単に状態確
認や健康管理等のサービス提供の場合は算定できない。
また、高齢者向けの集合住宅等において、単に事業所の効率の向上のみを理由として、
利用者の状態等を踏まえずに本来20分以上の区分で提供すべき内容の訪問看護を複数
回に分け提供するといった取扱いは適切ではない。

※　平成18年Q＆A(vol.1)（平成18年3月22日）問１、問2は削除する。

24.3.16
事務連絡
介護保険最新情報vol.267
「平成２４年度介護報酬改
定に関するＱ＆Ａ(Vol.1)
（平成24 年3 月16 日）」の
送付について

19
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1146 13 訪問看護事業 4 報酬 20分未満の訪問看護 １日に複数回の訪問看護を実施する場合、訪問看護終了後2時間以上経過して
いなければ必ず所要時間を合算するのか。

20分未満の訪問看護と計画外で緊急に訪問看護を実施した場合は合算しない。
また、おおむね2時間としており、例えば計画上は、2時間後に訪問をする予定であったが、
点滴注射等が早めに終了した等の理由で、若干時間に変動があった場合等は計画どおり
の報酬を算定する。

24.3.16
事務連絡
介護保険最新情報vol.267
「平成２４年度介護報酬改
定に関するＱ＆Ａ(Vol.1)
（平成24 年3 月16 日）」の
送付について

20

1147 13 訪問看護事業 4 報酬 短時間に複数の訪問を行う場合
の取扱い

70分の訪問を行った後、2時間以内に40分の訪問を実施した場合はどのように報
酬を算定するのか。

1時間以上1時間半未満の報酬を算定する。 24.3.16
事務連絡
介護保険最新情報vol.267
「平成２４年度介護報酬改
定に関するＱ＆Ａ(Vol.1)
（平成24 年3 月16 日）」の
送付について

21

1148 13 訪問看護事業 4 報酬 理学療法士等による訪問看護 理学療法士等による訪問看護は、1回の訪問看護につき1回分の報酬しか算定
できないのか。

理学療法士等による訪問看護については、20分以上を1回として、1度の訪問で複数回の
実施が可能である。例えば、1度で40分以上の訪問看護を行った場合は2回分の報酬を算
定できる。

24.3.16
事務連絡
介護保険最新情報vol.267
「平成２４年度介護報酬改
定に関するＱ＆Ａ(Vol.1)
（平成24 年3 月16 日）」の
送付について

22

1149 13 訪問看護事業 4 報酬 理学療法士等による訪問看護 理学療法士等による訪問看護は、1日に2回を超えて行う場合に１回につき
90/100に相当する単位数を算定するとなっているが、何回行った場合に90/100
に相当する単位数を算定するのか。

１日に３回以上の訪問看護を行った場合に、１日の各訪問看護費の100分の90に相当する
単位数を算定する。
（例）１日の訪問看護が3回以上の場合の訪問看護費
１回単位数×（90／100）×3回

24.3.16
事務連絡
介護保険最新情報vol.267
「平成２４年度介護報酬改
定に関するＱ＆Ａ(Vol.1)
（平成24 年3 月16 日）」の
送付について

23

1150 13 訪問看護事業 4 報酬 理学療法士等による訪問看護 理学療法士等による訪問看護は、連続して３回以上訪問看護を行った場合だけ
でなく、午前中に2回、午後に1回行った場合にも90/100に相当する単位数を算定
するのか。

1日に3回以上行う場合には、連続して行った場合に限らず、１日の各訪問看護費の100分
の90に相当する単位数を算定する。

24.3.16
事務連絡
介護保険最新情報vol.267
「平成２４年度介護報酬改
定に関するＱ＆Ａ(Vol.1)
（平成24 年3 月16 日）」の
送付について

24

1151 13 訪問看護事業 4 報酬 定期巡回・随時対応型訪問介護
看護事業所と連携した場合

月のうち1回でも准看護師が訪問看護を行った場合は98/100に相当する単位数
を算定するのか。

そのとおり。 24.3.16
事務連絡
介護保険最新情報vol.267
「平成２４年度介護報酬改
定に関するＱ＆Ａ(Vol.1)
（平成24 年3 月16 日）」の
送付について

25

1152 13 訪問看護事業 4 報酬 定期巡回・随時対応型訪問介護
看護事業所と連携した場合

定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所と連携した場合の報酬を算定する場
合、同一建物に居住する利用者に対する減算は適用されるのか。

適用されない。 24.3.16
事務連絡
介護保険最新情報vol.267
「平成２４年度介護報酬改
定に関するＱ＆Ａ(Vol.1)
（平成24 年3 月16 日）」の
送付について

26
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1153 13 訪問看護事業 4 報酬 定期巡回・随時対応型訪問介護
看護事業所と連携した場合

定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所と連携した場合の報酬を算定する場
合、訪問看護で設定されている全ての加算が算定できるのか。

夜間又は早朝、深夜に訪問看護を行う場合の加算、同時に複数の看護師等が訪問看護を
行う場合の加算、1時間30分以上の訪問看護を行う場合の加算は算定できない。

24.3.16
事務連絡
介護保険最新情報vol.267
「平成２４年度介護報酬改
定に関するＱ＆Ａ(Vol.1)
（平成24 年3 月16 日）」の
送付について

27

1154 13 訪問看護事業 4 報酬 特別管理加算 ドレーンチューブを使用している場合は、特別管理加算を算定できないのか。 経皮経肝胆管ドレナージチューブなど留置されているドレーンチューブについては、留置カ
テーテルと同様に計画的な管理を行っている場合は算定できる。ただし、処置等のため短
時間、一時的に挿入されたドレーンチューブについては算定できない。なお、定期巡回・随
時対応型訪問介護看護及び複合型サービスの特別管理加算についても同様の取扱いと
なる。

24.3.16
事務連絡
介護保険最新情報vol.267
「平成２４年度介護報酬改
定に関するＱ＆Ａ(Vol.1)
（平成24 年3 月16 日）」の
送付について

28

1155 13 訪問看護事業 4 報酬 特別管理加算 留置カテーテルが挿入されていれば、特別管理加算は算定できるのか。 留置カテーテルからの排液の性状、量などの観察、薬剤の注入、水分バランスの計測等
計画的な管理を行っている場合は算定できるが、単に留置カテーテルが挿入されているだ
けでは算定できない。
　　また、輸液用のポート等が挿入されている場合であっても、訪問看護において一度も
ポートを用いた薬剤の注入を行っていない場合は、計画的な管理が十分に行われていな
いため算定できない。
なお、定期巡回・随時対応型訪問介護看護及び複合型サービスの特別管理加算について
も同様の取扱いとなる。

24.3.16
事務連絡
介護保険最新情報vol.267
「平成２４年度介護報酬改
定に関するＱ＆Ａ(Vol.1)
（平成24 年3 月16 日）」の
送付について

29

1156 13 訪問看護事業 4 報酬 特別管理加算 特別管理加算は1人の利用者につき1ヵ所の訪問看護事業所しか算定できない
が、定期巡回・随時対応型訪問介護看護又は複合型サービスを利用する場合な
ど訪問看護事業所以外の事業所であれば同一月に複数の事業所で特別管理加
算を算定できるのか。

訪問看護を利用中の者は、同時に定期巡回・随時対応型訪問介護看護及び複合型サー
ビスを利用することはできないため算定できない。
ただし、月の途中で訪問看護の利用を中止し、定期巡回・随時対応型訪問介護看護又は
複合型サービスの利用を開始する場合等は当該月に複数のサービスを利用することにな
るが、このような場合であっても特別管理加算は1人の利用者につき1事業所しか算定でき
ないため、費用の分配方法については事業所間の合議により決定されたい。
　　なお、緊急時訪問看護加算、ターミナルケア加算、退院時共同指導加算（2回算定出来
る場合を除く）についても同様の取扱いとなる。

24.3.16
事務連絡
介護保険最新情報vol.267
「平成２４年度介護報酬改
定に関するＱ＆Ａ(Vol.1)
（平成24 年3 月16 日）」の
送付について

30

1157 13 訪問看護事業 3 運営 特別管理加算 「真皮を超える褥瘡の状態にある者」の特別管理加算の算定要件として「定期的
に褥瘡の状態の観察・アセスメント・評価を行い～（略）～実施したケアについて
訪問看護記録書に記録すること」とあるが、記録について具体的な様式は定めら
れているのか。

様式は定めていない。 24.3.16
事務連絡
介護保険最新情報vol.267
「平成２４年度介護報酬改
定に関するＱ＆Ａ(Vol.1)
（平成24 年3 月16 日）」の
送付について

31

1158 13 訪問看護事業 4 報酬 特別管理加算 　「点滴注射を週3回以上行う必要があると認められる状態」として、特別管理加
算を算定する場合の医師の指示は在宅患者訪問点滴注射指示書であることが
必要か。

在宅患者訪問点滴注射指示書である必要はなく、医師の指示があることがわかれば通常
の訪問看護指示書その他の様式であっても差し支えない。ただし、点滴注射の指示につい
ては７日毎に指示を受ける必要がある。

24.3.16
事務連絡
介護保険最新情報vol.267
「平成２４年度介護報酬改
定に関するＱ＆Ａ(Vol.1)
（平成24 年3 月16 日）」の
送付について

32

1159 13 訪問看護事業 4 報酬 特別管理加算 予定では週3日以上の点滴注射指示が出ていたが、利用者の状態変化等により
3日以上実施出来なかった場合は算定できるのか。

算定できない。 24.3.16
事務連絡
介護保険最新情報vol.267
「平成２４年度介護報酬改
定に関するＱ＆Ａ(Vol.1)
（平成24 年3 月16 日）」の
送付について

34
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1160 13 訪問看護事業 4 報酬 ターミナルケア加算 死亡日及び死亡日前14日前に介護保険、医療保険でそれぞれ1回、合計2回
ターミナルケアを実施した場合にターミナルケア加算は算定できるのか。

算定できる。最後に実施した保険制度において算定すること。

※　平成21年Q＆A(vol.1)（平成21年3月23日）問40は削除する。

24.3.16
事務連絡
介護保険最新情報vol.267
「平成２４年度介護報酬改
定に関するＱ＆Ａ(Vol.1)
（平成24 年3 月16 日）」の
送付について

35

1161 13 訪問看護事業 4 報酬 初回加算 一つの訪問看護事業所の利用者が、新たに別の訪問看護事業所の利用を開始
した場合に、別の訪問看護事業所において初回加算を算定できるのか。

算定可能である。 24.3.16
事務連絡
介護保険最新情報vol.267
「平成２４年度介護報酬改
定に関するＱ＆Ａ(Vol.1)
（平成24 年3 月16 日）」の
送付について

36

1162 13 訪問看護事業 4 報酬 初回加算 同一月に、2ヵ所の訪問看護事業所を新たに利用する場合、それぞれの訪問看
護事業所で初回加算を算定できるのか。

算定できる。 24.3.16
事務連絡
介護保険最新情報vol.267
「平成２４年度介護報酬改
定に関するＱ＆Ａ(Vol.1)
（平成24 年3 月16 日）」の
送付について

37

1163 13 訪問看護事業 4 報酬 初回加算 介護予防訪問看護を利用していた者が、要介護認定の更新等にともない一体的
に運営している訪問看護事業所からサービス提供を受ける場合は、過去2月以
内に介護予防訪問看護の利用がある場合でも初回加算は算定可能か

算定できる。訪問介護の初回加算と同様の取扱いであるため、平成21年Ｑ＆Ａ（vol.1）問
33を参考にされたい。

24.3.16
事務連絡
介護保険最新情報vol.267
「平成２４年度介護報酬改
定に関するＱ＆Ａ(Vol.1)
（平成24 年3 月16 日）」の
送付について

38

1164 13 訪問看護事業 4 報酬 退院時共同指導加算 退院時共同指導を実施した2ヶ月後に退院後初回の訪問看護を行った場合は退
院時共同指導加算を算定できるのか。

算定できない。退院後初回の訪問看護を行った月の同一月若しくは前月に退院時共同指
導を実施した場合に算定できる。

24.3.16
事務連絡
介護保険最新情報vol.267
「平成２４年度介護報酬改
定に関するＱ＆Ａ(Vol.1)
（平成24 年3 月16 日）」の
送付について

39

1165 13 訪問看護事業 4 報酬 退院時共同指導加算 退院時共同指導加算を2ヵ所の訪問看護ステーションで算定できるのか。 退院時共同指導加算は、１回の入院について１回に限り算定可能であるため、1ヵ所の訪
問看護ステーションのみで算定できる。ただし、特別管理加算を算定している状態の利用
者（1回の入院につき2回算定可能な利用者）について、２ヵ所の訪問看護ステーションがそ
れぞれ別の日に退院時共同指導を行った場合は、２ヵ所の訪問看護ステーションでそれぞ
れ1回ずつ退院時共同指導加算を算定することも可能である。

24.3.16
事務連絡
介護保険最新情報vol.267
「平成２４年度介護報酬改
定に関するＱ＆Ａ(Vol.1)
（平成24 年3 月16 日）」の
送付について

40

1166 13 訪問看護事業 4 報酬 退院時共同指導加算 退院時共同指導加算は、退院又は退所1回につき1回に限り算定できることとさ
れているが、利用者が１ヶ月に入退院を繰り返した場合、１月に複数回の算定が
できるのか。

算定できる。ただし、例２の場合のように退院時共同指導を２回行った場合でも退院後１度
も訪問看護を実施せず再入院した場合は、退院時共同指導加算は１回のみ算定できる。

（例１）退院時共同指導加算は２回算定できる
入院→退院時共同指導→退院→訪問看護の提供→再入院→退院時共同指導→訪問看
護の実施

（例２）退院時共同指導加算は１回算定できる
入院→退院時共同指導→退院→再入院→退院時共同指導→訪問看護の実施

24.3.16
事務連絡
介護保険最新情報vol.267
「平成２４年度介護報酬改
定に関するＱ＆Ａ(Vol.1)
（平成24 年3 月16 日）」の
送付について

41
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1167 13 訪問看護事業 4 報酬 看護・介護職員連携強化加算 看護・介護職員連携強化加算は、訪問看護を実施していない月でも算定できる
のか。

訪問看護費が算定されない月は算定できない。 24.3.16
事務連絡
介護保険最新情報vol.267
「平成２４年度介護報酬改
定に関するＱ＆Ａ(Vol.1)
（平成24 年3 月16 日）」の
送付について

42

1168 13 訪問看護事業 4 報酬 看護・介護職員連携強化加算 看護・介護職員連携強化加算は、理学療法士、作業療法士、言語聴覚士が同行
訪問や会議に出席した場合でも算定できるのか。

算定できない。 24.3.16
事務連絡
介護保険最新情報vol.267
「平成２４年度介護報酬改
定に関するＱ＆Ａ(Vol.1)
（平成24 年3 月16 日）」の
送付について

44

1169 13 訪問看護事業 4 報酬 看護・介護職員連携強化加算 利用者の居宅を訪問し、介護職員のたんの吸引等の実施状況を確認した場合、
当該時間に応じた訪問看護費は算定できるのか。

算定できる。ただし、手技の指導が必要な場合に指導目的で同行訪問を行った場合は、訪
問看護費は算定できない。この場合の費用の分配方法は訪問介護事業所との合議により
決定されたい。

24.3.16
事務連絡
介護保険最新情報vol.267
「平成２４年度介護報酬改
定に関するＱ＆Ａ(Vol.1)
（平成24 年3 月16 日）」の
送付について

45

1170 13 訪問看護事業 4 報酬 看護・介護職員連携強化加算 看護・介護職員連携強化加算を算定する場合は緊急時訪問看護加算を算定して
いる必要があるのか。

緊急時の対応が可能であることを確認するために緊急時訪問看護加算の体制の届け出を
行うことについては看護・介護職員連携強化加算の要件としており、緊急時訪問看護加算
を算定している必要はない。

24.3.16
事務連絡
介護保険最新情報vol.267
「平成２４年度介護報酬改
定に関するＱ＆Ａ(Vol.1)
（平成24 年3 月16 日）」の
送付について

46

1174 15 居宅療養管理指導
事業

4 報酬 同一建物居住者 以下のような場合は、「同一建物居住者」の居宅療養管理指導費を算定するの
か。
①　利用者の都合等により、同一建物居住者であっても、午前と午後の２回に分
けて居宅療養管理指導を行わなければならない場合
②　同一世帯の利用者に同一日に居宅療養管理指導を行った場合
③　同じマンションに、同一日に同じ居宅療養管理指導事業所の別の医師がそ
れぞれ別の利用者に居宅療養管理指導を行った場合

いずれの利用者に対しても「同一建物居住者」の居宅療養管理指導費を算定する。 24.3.16
事務連絡
介護保険最新情報vol.267
「平成２４年度介護報酬改
定に関するＱ＆Ａ(Vol.1)
（平成24 年3 月16 日）」の
送付について

50

1175 15 居宅療養管理指導
事業

3 運営 建物の取扱い 以下の場合は、どのように取扱うのか。
①　同一敷地内又は隣接地に棟が異なる建物が集まったマンション群や公団住
宅等の場合
②　外観上明らかに別建物であるが渡り廊下のみで繋がっている場合

いずれも別の建物となる。 24.3.16
事務連絡
介護保険最新情報vol.267
「平成２４年度介護報酬改
定に関するＱ＆Ａ(Vol.1)
（平成24 年3 月16 日）」の
送付について

51

1176 15 居宅療養管理指導
事業

3 運営 同一建物居住者 住民票の住所と実際の居住場所が異なる場合は、実際の居住場所で「同一建物
居住者」として判断してよいか。

実際の居住場所で判断する。 24.3.16
事務連絡
介護保険最新情報vol.267
「平成２４年度介護報酬改
定に関するＱ＆Ａ(Vol.1)
（平成24 年3 月16 日）」の
送付について

52
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1177 15 居宅療養管理指導
事業

4 報酬 月の途中からの医療保険から
介護保険への給付変更

歯科衛生士等が行う居宅療養管理指導において､月の途中から給付が医療保険
から介護保険に変更した場合に、どのように取扱うのか。

月の途中から医療保険から介護保険に変更した場合、1月当たりの算定回数については、
同一医療機関において、両方の回数を合算する。

※　平成15年Q&A(vol.1)（平成15年5月30日） 居宅療養管理指導のＱ４は削除する。

24.3.16
事務連絡
介護保険最新情報vol.267
「平成２４年度介護報酬改
定に関するＱ＆Ａ(Vol.1)
（平成24 年3 月16 日）」の
送付について

53

1178 15 居宅療養管理指導
事業

4 報酬 介護支援専門員への情報提供 医師、歯科医師、薬剤師又は看護職員による居宅療養管理指導について、介護
支援専門員への情報提供が必ず必要になったが、月に複数回の居宅療養管理
指導を行う場合であっても、毎回情報提供を行わなければ算定できないのか。

毎回行うことが必要である。
なお、医学的観点から、利用者の状態に変化がなければ、変化がないことを情報提供する
ことや、利用者や家族に対して往診時に行った指導・助言の内容を情報提供することでよ
い。

※　平成18年Q＆A(vol.1)（平成18年3月22日）問７は削除する。
（削除）
　次のＱＡを削除する。
１　平成15年Q＆A(vol.1)（平成15年5月30日）居宅療養管理指導のＱ５
２　平成21年Q＆A(vol.1)（平成21年3月23日）問43

24.3.16
事務連絡
介護保険最新情報vol.267
「平成２４年度介護報酬改
定に関するＱ＆Ａ(Vol.1)
（平成24 年3 月16 日）」の
送付について

54

1263 40 定期巡回・随時対応
型訪問介護看護事業

3 運営 サービスの具体的な内容等 定期巡回サービスは、20分未満などの短時間のサービスに限られるのか。また
訪問介護のように、それぞれのサービスごとに概ね２時間の間隔を空ける必要
があるのか。

定期巡回サービスは短時間のサービスに限るものではない。適切なアセスメントに基づ
き、１回当たりのサービス内容に応じて柔軟に時間設定をする必要がある。
また、それぞれのサービスごとの間隔の制限はない。

24.3.16
事務連絡
介護保険最新情報vol.267
「平成２４年度介護報酬改
定に関するＱ＆Ａ(Vol.1)
（平成24 年3 月16 日）」の
送付について

133

1264 40 定期巡回・随時対応
型訪問介護看護事業

3 運営 サービスの具体的な内容等 定期巡回サービスにおいて提供すべきサービスの具体的な内容は、どのように
定められるのか。

定期巡回サービスは、居宅サービス計画において位置付けられた利用者の目標及び援助
内容において定められた、利用者が在宅の生活において定期的に必要となるサービスを
提供するものである。
また、利用者の心身の状況に応じて日々のサービスの提供時間や内容を定期巡回・随時
対応サービス事業所において変更し、利用者のニーズに応じて必要なサービスを柔軟に
提供することを可能としている。
なお、こうした変更に当たっては、居宅サービス計画の内容を踏まえて行うとともに、介護
支援専門員と必要な連携を図る必要がある。

24.3.16
事務連絡
介護保険最新情報vol.267
「平成２４年度介護報酬改
定に関するＱ＆Ａ(Vol.1)
（平成24 年3 月16 日）」の
送付について

134

1265 40 定期巡回・随時対応
型訪問介護看護事業

3 運営 サービスの具体的な内容等 定期巡回サービスは、「１日複数回の訪問を行うことを想定している」とあるが、１
日当たりの訪問回数の目安若しくは上限や下限はあるのか。

１日当たりの訪問回数の目安等は定めていないが、適切なアセスメントに基づき、利用者
にとって必要な回数が設定されるものである。
例えば、利用者が外出している場合や他のサービスを利用している場合等は訪問を行わ
ない日があっても差し支えなく、退院直後や利用者の体調が悪くなった場合等は訪問回数
が通常よりも増加する場合も想定されるものであり、利用者の心身の状況に応じて適切な
回数・内容のサービスを柔軟に提供する必要がある。

24.3.16
事務連絡
介護保険最新情報vol.267
「平成２４年度介護報酬改
定に関するＱ＆Ａ(Vol.1)
（平成24 年3 月16 日）」の
送付について

135

1266 40 定期巡回・随時対応
型訪問介護看護事業

3 運営 サービスの具体的な内容等 定期巡回サービス及び随時訪問サービスにおいて提供するサービスの内容は、
訪問介護の身体介護と生活援助と同様か。

定期巡回サービス及び随時訪問サービスは、身体介護を中心とした１日複数回の定期訪
問と、それらに付随する生活援助を組み合わせて行うものであり、具体的なサービスにつ
いては、既存の訪問介護の内容・提供方法にとらわれず、適切なアセスメントにより利用者
個々の心身の状況に応じて、１日の生活の中で真に必要となる内容のものとされたい。
なお、定期巡回サービス等における、１回の訪問の内容が安否確認、健康チェック、見守り
のみであっても差し支えない。

24.3.16
事務連絡
介護保険最新情報vol.267
「平成２４年度介護報酬改
定に関するＱ＆Ａ(Vol.1)
（平成24 年3 月16 日）」の
送付について

136

1267 40 定期巡回・随時対応
型訪問介護看護事業

1 人員 サービスの具体的な内容等 定期巡回サービスを提供しない時間帯を設けることは可能か。また、この場合、
定期巡回サービスの提供に当たる訪問介護員等を配置しないことはできるか。

事業所としては、利用者のニーズに対し24時間対応が可能な体制を確保する必要がある
が、全ての利用者に全ての時間帯においてサービスを提供しなければならないわけでは
なく、例えば適切なアセスメントの結果、深夜帯の定期巡回サービスが１回もないといった
計画となることもあり得るものである。
　　また、定期巡回サービスの提供に当たる訪問介護員等は「必要数」配置することとして
おり、結果として定期巡回サービスが存在しない時間帯が存在する場合、当該時間帯に配
置しないことも可能である。

24.3.16
事務連絡
介護保険最新情報vol.267
「平成２４年度介護報酬改
定に関するＱ＆Ａ(Vol.1)
（平成24 年3 月16 日）」の
送付について

137
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サービス種別 基準種別 項目 質問 回答
ＱＡ発出時期、文書

番号等
番号

1268 40 定期巡回・随時対応
型訪問介護看護事業

3 運営 サービスの具体的な内容等 利用者からの随時の通報があった場合、必ず随時訪問サービスを提供しなけれ
ばならないのか。

随時対応サービスは、オペレーターが利用者の心身の状況を適切に把握し、適切なアセ
スメントの結果に基づき随時訪問サービスを提供すべきか等を判断するものであり、通報
内容に応じて通話による相談援助を行うのみの対応や、医療機関への通報を行う等の対
応となることも十分に想定されるものである。また、事業者はこうしたサービス内容につい
て、利用者等に対し十分に説明する必要がある。

24.3.16
事務連絡
介護保険最新情報vol.267
「平成２４年度介護報酬改
定に関するＱ＆Ａ(Vol.1)
（平成24 年3 月16 日）」の
送付について

138

1269 40 定期巡回・随時対応
型訪問介護看護事業

4 報酬 サービスの具体的な内容等 訪問看護サービスについて、定期的に訪問する予定がない月も、定期巡回・随時
対応型訪問介護看護費(Ⅰ)(2)（訪問看護サービスを行う場合）算定はできるの
か。

訪問看護サービスについては、医師が当該利用者に対する訪問看護サービスの提供に係
る指示を行った場合に、当該指示の有効期間に基づき提供されるものであり、定期的に提
供する場合と随時対応サービスにおけるオペレーターの判断により随時に提供する場合
のいずれもが想定され、随時の訪問看護サービスのみが位置付けられることもあり得る。
　　なお、随時の訪問看護サービスのみの利用者については、緊急時訪問看護加算の算
定はできないこととし、実際に１度も訪問看護サービスの提供が行われない月は、定期巡
回・随時対応型訪問介護看護費(Ⅰ)(1)（訪問看護サービスを行わない場合）を算定する。

24.3.16
事務連絡
介護保険最新情報vol.267
「平成２４年度介護報酬改
定に関するＱ＆Ａ(Vol.1)
（平成24 年3 月16 日）」の
送付について

139

1270 40 定期巡回・随時対応
型訪問介護看護事業

3 運営 サービスの具体的な内容等 定期巡回・随時対応サービスの利用者の全てが医師の指示に基づく訪問看護
サービスを利用しないことはあり得るのか。

あり得る。
なお、医師の指示に基づく訪問看護サービスを利用しない者であっても、定期巡回・随時
対応サービス計画の作成の際は、看護職員による定期的なアセスメント及びモニタリング
の実施は必要である。

24.3.16
事務連絡
介護保険最新情報vol.267
「平成２４年度介護報酬改
定に関するＱ＆Ａ(Vol.1)
（平成24 年3 月16 日）」の
送付について

140

1271 40 定期巡回・随時対応
型訪問介護看護事業

4 報酬 報酬の取扱い 定期巡回・随時対応サービスの利用者が、短期入所系サービス（短期入所生活
介護、短期入所療養介護、短期利用共同生活介護、短期利用特定施設入居者
生活介護及び地域密着型短期利用特定施設入居者生活介護）を利用する月の
定期巡回・随時対応型訪問介護看護費は具体的にどのように取り扱うのか。

短期入所系サービスの利用日数（退所日を除く。）に応じ、サービスコード表において定め
られた日割り単価（下表）に応じた日割り計算を行う。例えば要介護３の利用者であり、訪
問看護サービスを利用する者が、４月に７泊８日の短期入所系サービスを利用する場合の
単位数は、
　　６８５単位×（３０日（注１）－７日（注２））＝１５，７５５単位
となる。（（注１）４月の日数、（注２）８日－退所日）

24.3.16
事務連絡
介護保険最新情報vol.267
「平成２４年度介護報酬改
定に関するＱ＆Ａ(Vol.1)
（平成24 年3 月16 日）」の
送付について

141

1272 40 定期巡回・随時対応
型訪問介護看護事業

4 報酬 報酬の取扱い 定期巡回・随時対応サービスの利用者が、月の途中で医療保険の適用となった
場合又は月の途中から医療保険の給付の対象外となる場合及び主治の医師の
特別な指示があった場合の当該月における定期巡回・随時対応型訪問介護看
護費は具体的にどのように取り扱うのか。

この場合、医療保険の適用期間は定期巡回・随時対応型訪問介護看護費(Ⅰ)(2)（訪問看
護サービスを行う場合）の算定はできず、定期巡回・随時対応型訪問介護看護費(Ⅰ)(1)
（訪問看護サービスを行わない場合）の算定が行われ、医師の指示の期間に応じた日割り
計算を行うこととなる。
具体的には要介護３の利用者に対する、４月５日から４月18日までの14日間に係る特別指
示があった場合の単位数は、
　　６８５単位×（３０日－１４日）＋５８９単位×１４日
＝１０，９６０単位＋８，２４６単位＝１９，２０６単位となる。

24.3.16
事務連絡
介護保険最新情報vol.267
「平成２４年度介護報酬改
定に関するＱ＆Ａ(Vol.1)
（平成24 年3 月16 日）」の
送付について

142

要介護度 

 

訪問看護サービスを行わ

ない場合及び連携型利用

訪問看護サービスを行う場

合 

要介護１ 

要介護２ 

要介護３ 

要介護４ 

要介護５ 

２２１単位 

３６８単位 

５８９単位 

７３６単位 

８８３単位 

３０７単位 

４６０単位 

６８５単位 

８３７単位 

１，００７単位 
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番号等
番号

1273 40 定期巡回・随時対応
型訪問介護看護事業

4 報酬 報酬の取扱い 定期巡回・随時対応サービスの利用者が、月を通じて１か月間入院する場合、定
期巡回・随時対応型訪問介護看護費は算定できるのか。

利用者が１月を通じて入院し、自宅にいないような場合には、サービスを利用できるような
状況にないため、定期巡回・随時対応型訪問介護看護費の算定はできない。夜間対応型
訪問介護費についても同様の取扱いとなる。

※　介護老人福祉施設及び地域密着型サービスに関するQ＆A（平成19年2月19日）問6は
削除する。

24.3.16
事務連絡
介護保険最新情報vol.267
「平成２４年度介護報酬改
定に関するＱ＆Ａ(Vol.1)
（平成24 年3 月16 日）」の
送付について

143

1274 40 定期巡回・随時対応
型訪問介護看護事業

4 報酬 報酬の取扱い 月に１度でも准看護師が訪問看護サービスを提供した場合、所定単位数の100
分の98の単位数を算定するのか。

100分の98の単位数を算定する。 24.3.16
事務連絡
介護保険最新情報vol.267
「平成２４年度介護報酬改
定に関するＱ＆Ａ(Vol.1)
（平成24 年3 月16 日）」の
送付について

144

1275 40 定期巡回・随時対応
型訪問介護看護事業

1 人員 人員配置基準について 定期巡回・随時対応サービスのオペレーターが兼務可能な範囲はどこまでなの
か

オペレーターについては、利用者からの通報を受け付けるに当たり支障のない範囲で、当
該事業所の定期巡回サービス、随時訪問サービス（午後６時から午前８時までの間に限
る。）、訪問看護サービス（オペレーターが保健師、看護師又は准看護師の場合に限る。）
に従事できる。
　　また、一体的に運営する訪問介護事業所、訪問看護事業所（オペレーターが保健師、
看護師又は准看護師の場合に限る。）及び夜間対応型訪問介護事業所の職務（利用者に
対するサービス提供を含む。）にも従事可能である。
　　なお、オペレーターが他の職務に従事する場合は、利用者からの通報を適切に受け付
ける体制を確保することが必要である。
また、訪問介護事業所のサービスに従事した時間については訪問介護事業所における勤
務延時間数として算入することが可能である。

24.3.16
事務連絡
介護保険最新情報vol.267
「平成２４年度介護報酬改
定に関するＱ＆Ａ(Vol.1)
（平成24 年3 月16 日）」の
送付について

145

1276 40 定期巡回・随時対応
型訪問介護看護事業

1 人員 人員配置基準について 訪問介護事業所のサービス提供責任者は常勤・専従とされているが、一体的に
運営されている定期巡回・随時対応型訪問介護看護の従業者を兼務することは
可能か。また、夜間対応型訪問介護のオペレーターや随時訪問を行う訪問介護
員等はどうか。

いずれの職種の者も定期巡回・随時対応サービスの従業者として兼務が可能であり、訪問
介護事業所のサービス提供責任者が定期巡回・随時対応サービス事業所及び夜間対応
型訪問介護事業所のオペレーターを兼務しながら、地域を巡回するあるいは利用者への
サービス提供を行うといった勤務形態についても利用者の処遇に支障がない範囲で認め
られるものである。（夜間対応型訪問介護事業所のオペレーターや随時訪問を行う訪問介
護員等も同様。）
　　なお、常勤のサービス提供責任者が定期巡回・随時対応サービスに従事する場合、当
該サービス提供責任者は訪問介護事業所及び定期巡回・随時対応型サービス事業所に
おける常勤要件をそれぞれ満たすものである。

24.3.16
事務連絡
介護保険最新情報vol.267
「平成２４年度介護報酬改
定に関するＱ＆Ａ(Vol.1)
（平成24 年3 月16 日）」の
送付について

146

1277 40 定期巡回・随時対応
型訪問介護看護事業

1 人員 人員配置基準について 定期巡回・随時対応サービスについては、他の事業との柔軟な兼務等を認めて
いるが、その趣旨はどういったものなのか。

定期巡回・随時対応サービスは、在宅の要介護者が中重度となってもそのニーズに応じた
サービスを選択しながら、住み慣れた地域での在宅生活が継続できるよう創設したもので
ある。
　　一方、
・　週１～２回程度の日中の訪問介護を受けたい
・　日中の訪問介護はそれほど必要ないが夜間の安心感を得たい
・　退院直後の在宅生活安定のため一時的に頻回の訪問介護・看護が必要
・　１日複数回の訪問介護と定期的な訪問看護が必要
等、在宅要介護者の訪問系サービスにおけるニーズは多様である。
こうしたニーズに適宜適切に対応するためには、常に利用者の心身の状況に即したサー
ビスが選択できることが望ましいことから、一つの拠点において人材を有効に活用しなが
ら、定期巡回・随時対応サービス、訪問介護、夜間対応型訪問介護、訪問看護といった複
数のメニューを一体的に提供する体制を構築することを可能としたものである。

24.3.16
事務連絡
介護保険最新情報vol.267
「平成２４年度介護報酬改
定に関するＱ＆Ａ(Vol.1)
（平成24 年3 月16 日）」の
送付について

147

1278 40 定期巡回・随時対応
型訪問介護看護事業

1 人員 人員配置基準について 定期巡回・随時対応サービス事業所の看護職員がオペレーター業務又は利用者
に対するアセスメント訪問を行う際の勤務時間は、常勤換算の際の勤務延時間
数に算入することが可能か。

可能である。 24.3.16
事務連絡
介護保険最新情報vol.267
「平成２４年度介護報酬改
定に関するＱ＆Ａ(Vol.1)
（平成24 年3 月16 日）」の
送付について

148
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サービス種別 基準種別 項目 質問 回答
ＱＡ発出時期、文書

番号等
番号

1279 40 定期巡回・随時対応
型訪問介護看護事業

3 運営 連携型定期巡回・随時対応型訪
問介護看護の取扱い

一体型定期巡回・随時対応サービスの事業と連携型定期巡回・随時対応サービ
スの事業を同一の事業所で行うことは可能か。

可能である。この場合、一体型の事業と連携型の事業の二つの指定を受ける必要はなく、
人員、設備及び運営基準については一体型事業の基準を満たすことに加えて連携する訪
問看護事業所を定める必要がある。
また、連携する訪問看護事業所の所在地・名称については、連携型を行う場合には指定
申請の際に届け出る必要があるほか、変更があった場合には変更届の対象となる。

24.3.16
事務連絡
介護保険最新情報vol.267
「平成２４年度介護報酬改
定に関するＱ＆Ａ(Vol.1)
（平成24 年3 月16 日）」の
送付について

149

1280 40 定期巡回・随時対応
型訪問介護看護事業

3 運営 連携型定期巡回・随時対応型訪
問介護看護の取扱い

連携型定期巡回・随時対応サービス事業所と連携する訪問看護事業所の具体
的な要件はどういうものなのか。

連携型の事業所は、利用者に対して訪問看護を提供する事業所と連携する必要があり、
連携する訪問看護事業所は緊急時訪問看護加算の要件を満たしていなければならないこ
ととしている。また連携する訪問看護事業所は医療機関でも訪問看護ステーションであっ
ても構わない。
なお、指定申請を行う際は、任意の訪問看護事業所と連携することとしている。

24.3.16
事務連絡
介護保険最新情報vol.267
「平成２４年度介護報酬改
定に関するＱ＆Ａ(Vol.1)
（平成24 年3 月16 日）」の
送付について

150

1281 40 定期巡回・随時対応
型訪問介護看護事業

3 運営 連携型定期巡回・随時対応型訪
問介護看護の取扱い

連携する訪問看護事業所は定期巡回・随時対応サービス事業所と同一市町村
内に設置されていなければならないのか。

連携する訪問看護事業所は必ずしも連携型の事業所と同一市町村内に設置されている必
要はないが、利用者に対する訪問看護の提供に支障がないよう、隣接する市町村等、可
能な限り近距離に設置される事業所とする。

24.3.16
事務連絡
介護保険最新情報vol.267
「平成２４年度介護報酬改
定に関するＱ＆Ａ(Vol.1)
（平成24 年3 月16 日）」の
送付について

151

1282 40 定期巡回・随時対応
型訪問介護看護事業

3 運営 連携型定期巡回・随時対応型訪
問介護看護の取扱い

連携型定期巡回・随時対応サービス事業者と同一法人が運営する訪問看護事
業所と連携することは可能か。

可能である。 24.3.16
事務連絡
介護保険最新情報vol.267
「平成２４年度介護報酬改
定に関するＱ＆Ａ(Vol.1)
（平成24 年3 月16 日）」の
送付について

152

1283 40 定期巡回・随時対応
型訪問介護看護事業

3 運営 連携型定期巡回・随時対応型訪
問介護看護の取扱い

連携型定期巡回・随時対応サービス事業所は、定期巡回・随時対応型訪問介護
看護計画を作成する必要があるが、訪問看護の利用者に係る訪問看護計画書
は連携する指定訪問看護事業所において作成するのか。

連携する指定訪問看護事業所において作成する。 24.3.16
事務連絡
介護保険最新情報vol.267
「平成２４年度介護報酬改
定に関するＱ＆Ａ(Vol.1)
（平成24 年3 月16 日）」の
送付について

153

1284 40 定期巡回・随時対応
型訪問介護看護事業

3 運営 連携型定期巡回・随時対応型訪
問介護看護の取扱い

連携型定期巡回・随時対応サービス事業所が、連携する指定訪問看護事業所に
対し、①定期巡回・随時対応型訪問介護看護計画の作成に当たって必要となる
看護職員によるアセスメントの実施、②随時対応サービスの提供に当たっての連
絡体制の確保、③介護・医療連携推進会議への参加、④その他必要な指導及び
助言を委託することとされているが、連携する全ての事業所に全ての業務を委託
しなければならないのか。

連携する訪問看護事業所が複数ある場合、①から④までの全ての業務を、連携する全て
の訪問看護事業所に委託する必要はなく、必要に応じてこれらの協力をいずれかの訪問
看護事業所から受けられる体制を確保していればよい。
　　また、①の看護職員によるアセスメントについては、連携型の事業所と同一法人の看護
職員により行うことも可能であり、訪問看護の利用者については、連携する訪問看護事業
所の訪問看護提供時に把握した利用者の心身の状況について情報共有を図ることで足り
ることとしている。
　　なお、別法人の訪問看護事業所にこれらの業務を委託する場合は、契約による必要が
あるが、委託料についてはそれぞれの合議により適切に設定する必要がある。

24.3.16
事務連絡
介護保険最新情報vol.267
「平成２４年度介護報酬改
定に関するＱ＆Ａ(Vol.1)
（平成24 年3 月16 日）」の
送付について

154
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サービス種別 基準種別 項目 質問 回答
ＱＡ発出時期、文書

番号等
番号

1285 40 定期巡回・随時対応
型訪問介護看護事業

5 その他 指定申請拒否 市町村の介護保険事業計画に定期巡回・随時対応型訪問介護看護の整備を位
置付けていない場合、定期巡回・随時対応サービスに係る指定申請を拒否する
ことはできるか。

地域密着型サービスの指定をしないことができるのは、
①　介護保険事業計画において定める日常生活圏域内等における必要利用定員総数に
既に達しているときなどにおける、認知症対応型共同生活介護、地域密着型特定施設入
居者生活介護又は地域密着型介護老人福祉施設に係る指定申請
②　定期巡回・随時対応サービス、小規模多機能型居宅介護又は複合型サービスについ
て、公募指定を採用している場合における、当該公募によらない指定申請
に限られ、これらの場合以外の地域密着型サービスの指定については、指定の拒否をす
ることはできない。

※　介護老人福祉施設及び地域密着型サービスに関するＱ＆Ａ（平成18年9月4日）問40
は削除する。

24.3.16
事務連絡
介護保険最新情報vol.267
「平成２４年度介護報酬改
定に関するＱ＆Ａ(Vol.1)
（平成24 年3 月16 日）」の
送付について

155

1293 47 複合型サービス 1 人員 人員、設備等の取扱い 複合型サービスの利用者は看護サービスが必要な利用者のみに限定されるの
か。

複合型サービスは訪問看護及び小規模多機能型居宅介護の機能を併せ持つサービスで
あり、複合型サービス費についてもその考え方に基づき介護報酬が設定されている。当該
サービスの対象者は、看護サービスが必要な利用者であることが原則であるが、登録定
員に余裕がある等の場合には、看護サービスが必要な者以外の者に利用させて差し支え
ない。

24.3.16
事務連絡
介護保険最新情報vol.267
「平成２４年度介護報酬改
定に関するＱ＆Ａ(Vol.1)
（平成24 年3 月16 日）」の
送付について

163

1294 47 複合型サービス 1 人員 人員、設備等の取扱い 複合型サービスの看護職員は、日中の通いサービスと訪問サービスを行う各
サービスで１名以上必要とあるが、常勤換算方法で各サービスに１以上必要とい
うことか。また、日中のサービス提供時間帯を通じて必要な看護サービスが提供
される職員配置とすることとあるが、具体的な人員は決められているのか。

日中の通いサービスと訪問サービスの各サービスで１名以上各サービスの提供に当たる
看護職員が必要であるが、常勤換算方法で１以上は不要である。なお、日中のサービスに
おいて必要となる看護職員の配置数は一律に示していないが、利用者の状態に応じて適
切に対応することが必要である。

24.3.16
事務連絡
介護保険最新情報vol.267
「平成２４年度介護報酬改
定に関するＱ＆Ａ(Vol.1)
（平成24 年3 月16 日）」の
送付について

164

1295 47 複合型サービス 1 人員 人員、設備等の取扱い 複合型サービス事業者の代表者や管理者が保健師又は看護師の場合であって
も「認知症対応型サービス事業開設者研修」又は「認知症対応型サービス事業
管理者研修」を修了している必要があるか。

保健師又は看護師の場合には当該研修を修了している必要はない。 24.3.16
事務連絡
介護保険最新情報vol.267
「平成２４年度介護報酬改
定に関するＱ＆Ａ(Vol.1)
（平成24 年3 月16 日）」の
送付について

165

1296 47 複合型サービス 1 人員 人員、設備等の取扱い 小規模多機能型居宅介護事業所の人員又は設備等として申請している人員又
は設備等を複合型サービス事業所の人員又は設備等として申請することができ
るのか。

同じ人員又は設備等を両方のサービスの人員又は設備等として申請することはできない。 24.3.16
事務連絡
介護保険最新情報vol.267
「平成２４年度介護報酬改
定に関するＱ＆Ａ(Vol.1)
（平成24 年3 月16 日）」の
送付について

166

1297 47 複合型サービス 2 設備 人員、設備等の取扱い 個室以外の宿泊室の面積はどのように考えればよいか。 例えば、宿泊サービスの利用定員が９人、個室が４室（定員４人）ある場合は、おおむね
37.15㎡（計算式：（９人－４人）×7.43㎡）以上の面積が必要である。なお、宿泊室が個室で
ない場合には、利用者のプライバシーを確保する必要がある。

24.3.16
事務連絡
介護保険最新情報vol.267
「平成２４年度介護報酬改
定に関するＱ＆Ａ(Vol.1)
（平成24 年3 月16 日）」の
送付について

167
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1298 47 複合型サービス 2 設備 人員、設備等の取扱い 既存の民家を活用して複合型サービス事業所を設けようとしているが、宿泊室や
事務室を確保するスペースがないことから宿泊室や事務室のみを別棟で設ける
ことは可能か。

従来の小規模多機能型居宅介護と同様であるが、同一時間帯に複合型サービス事業所
の居間と宿泊室に利用者がいる場合でも、両方の利用者に対してケアできる体制となって
いるかどうか、夜間に登録者から訪問サービスの依頼連絡があった場合に適切に対応で
きる体制となっているかどうかなどを確認し、利用者の処遇に支障がないと認められる場
合は可能である。

24.3.16
事務連絡
介護保険最新情報vol.267
「平成２４年度介護報酬改
定に関するＱ＆Ａ(Vol.1)
（平成24 年3 月16 日）」の
送付について

168

1299 47 複合型サービス 5 その他 訪問看護事業所の指定を受け
る場合の取扱い

複合型サービス事業者が訪問看護事業者の指定を受ける場合、訪問看護事業
所の申請は都道府県知事に行うことになるのか。

複合型サービス事業所としての申請は市町村長に行うが、訪問看護事業所としての申請
は都道府県知事（指定都市又は中核市の場合には指定都市又は中核市の長）に行う。

24.3.16
事務連絡
介護保険最新情報vol.267
「平成２４年度介護報酬改
定に関するＱ＆Ａ(Vol.1)
（平成24 年3 月16 日）」の
送付について

169

1300 47 複合型サービス 1 人員 訪問看護事業所の指定を受け
る場合の取扱い

複合型サービスの事業と訪問看護の事業とが一体的に運営されている場合に
は、訪問看護事業所の人員配置基準である看護職員常勤換算法２．５以上を満
たすことにより、複合型サービス事業所の看護職員の人員配置基準を満たすも
のとみなすことができるのか。

複合型サービス事業所の看護職員の人員配置基準を満たしているものとみなすことがで
きる。

24.3.16
事務連絡
介護保険最新情報vol.267
「平成２４年度介護報酬改
定に関するＱ＆Ａ(Vol.1)
（平成24 年3 月16 日）」の
送付について

170

1301 47 複合型サービス 1 人員 訪問看護事業所の指定を受け
る場合の取扱い

病院又は診療所である訪問看護事業所については、当該事業所の看護職員が
常勤換算方法で２．５以上の場合であって、複合型サービスの事業と訪問看護の
事業とが一体的に運営されている場合には、複合型サービスの看護職員の人員
配置基準を満たしているものとみなすことができるのか。

複合型サービス事業所の看護職員の人員配置基準を満たしているものとみなすことがで
きる。

24.3.16
事務連絡
介護保険最新情報vol.267
「平成２４年度介護報酬改
定に関するＱ＆Ａ(Vol.1)
（平成24 年3 月16 日）」の
送付について

171

1302 47 複合型サービス 3 運営 訪問看護事業所の指定を受け
る場合の取扱い

複合型サービスの事業と訪問看護の事業を一体的に行っている訪問看護事業
所が、複合型サービスの登録者以外の利用者に訪問看護を行うことは可能か。

可能である。 24.3.16
事務連絡
介護保険最新情報vol.267
「平成２４年度介護報酬改
定に関するＱ＆Ａ(Vol.1)
（平成24 年3 月16 日）」の
送付について

172

1303 47 複合型サービス 5 その他 訪問看護事業所の指定を受け
る場合の取扱い

複合型サービス事業所は必ず訪問看護事業所の指定を併せて受ける必要があ
るか。

必ずしも複合型サービスの事業所が訪問看護事業所としての指定を受ける必要はない
が、この場合には、複合型サービスの登録者以外に訪問看護を行うことはできない。

24.3.16
事務連絡
介護保険最新情報vol.267
「平成２４年度介護報酬改
定に関するＱ＆Ａ(Vol.1)
（平成24 年3 月16 日）」の
送付について

173

1304 47 複合型サービス 5 その他 訪問看護事業所の指定を受け
る場合の取扱い

病院や診療所が複合型サービスを行う場合には、複合型サービス事業所として
の申請は必要か。

必要である。 24.3.16
事務連絡
介護保険最新情報vol.267
「平成２４年度介護報酬改
定に関するＱ＆Ａ(Vol.1)
（平成24 年3 月16 日）」の
送付について

174
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1305 47 複合型サービス 5 その他 訪問看護事業所の指定を受け
る場合の取扱い

複合型サービス事業者が訪問看護事業者の指定を併せて受け、かつ複合型
サービスの事業と訪問看護の事業とが同一の事業所において一体的に運営され
ている場合、当該訪問看護事業所がサテライト事業所を有することができるか。

訪問看護事業所が複合型サービス事業所とは別の場所に効率的な訪問看護の事業を行
う目的等でサテライト事業所を持つことは差し支えないが、当該複合型サービスの利用者
に適切なサービス提供が行われるよう、少なくとも複合型サービスの事業所と一体で行う
訪問看護事業所に看護職員を２．５人以上（常勤換算方法）配置することが必要である。

24.3.16
事務連絡
介護保険最新情報vol.267
「平成２４年度介護報酬改
定に関するＱ＆Ａ(Vol.1)
（平成24 年3 月16 日）」の
送付について

175

1306 47 複合型サービス 1 人員 訪問看護事業所の指定を受け
る場合の取扱い

複合型サービス事業者が訪問看護事業者の指定を併せて受け、かつ、複合型
サービスの事業と訪問看護の事業とが同一の事業所において一体的に運営され
ている場合について、複合型サービス事業所の保健師又は看護師の管理者が
当該訪問看護事業所において兼務することはできるか。

両方の事業が同一の事業所において一体的に運営されており、事業所の管理上支障がな
い場合には兼務できる。

24.3.16
事務連絡
介護保険最新情報vol.267
「平成２４年度介護報酬改
定に関するＱ＆Ａ(Vol.1)
（平成24 年3 月16 日）」の
送付について

176

1307 47 複合型サービス 3 運営 その他 複合型サービス計画や複合型サービス報告書の様式は定められているのか。 定めていない。
複合型サービス計画や複合型サービス報告書の作成に当たっては「訪問看護計画書及び
訪問看護報告書等の取扱いについて」（平成12年3月30日　老企55号）を確認いただきた
い（ただし、複合型サービス計画については看護サービスに係る部分に限る。）。
なお、記載することとしている内容が含まれていれば従来使用していた訪問看護報告書の
様式を複合型サービス報告書として使用して差し支えない。

24.3.16
事務連絡
介護保険最新情報vol.267
「平成２４年度介護報酬改
定に関するＱ＆Ａ(Vol.1)
（平成24 年3 月16 日）」の
送付について

177

1308 47 複合型サービス 4 報酬 その他 複合型サービスの利用者が月の途中で医療保険の訪問看護の指示を受けた場
合、訪問看護の指示の期間に応じて当該月の複合型サービス費より減算すると
考えてよいか。

訪問看護の指示の期間に応じて減算する。 24.3.16
事務連絡
介護保険最新情報vol.267
「平成２４年度介護報酬改
定に関するＱ＆Ａ(Vol.1)
（平成24 年3 月16 日）」の
送付について

178

1309 47 複合型サービス 4 報酬 その他 要介護３の複合型サービスの利用者が、特別指示により医療保険による訪問看
護の対象者となった場合、減算する単位数はどのように計算するのか。

当該サービス提供月における特別指示の期間が14日間の場合、30単位×14日＝420単位
を複合型サービス費より減算する。

24.3.16
事務連絡
介護保険最新情報vol.267
「平成２４年度介護報酬改
定に関するＱ＆Ａ(Vol.1)
（平成24 年3 月16 日）」の
送付について

179

1310 47 複合型サービス 4 報酬 その他 ターミナルケア加算について、「死亡診断を目的として医療機関へ搬送し、２４時
間以内に死亡が確認される場合」とあるが、２４時間以内とはターミナルケアを
行ってから２４時間以内という理解でよいか。

ターミナルケアを行ってから２４時間以内である。 24.3.16
事務連絡
介護保険最新情報vol.267
「平成２４年度介護報酬改
定に関するＱ＆Ａ(Vol.1)
（平成24 年3 月16 日）」の
送付について

180

1311 47 複合型サービス 5 その他 その他 複合型サービス事業所がサテライト型小規模多機能型居宅介護事業所の本体
事業所となることはできるか。

要件を満たしていれば可能である。 24.3.16
事務連絡
介護保険最新情報vol.267
「平成２４年度介護報酬改
定に関するＱ＆Ａ(Vol.1)
（平成24 年3 月16 日）」の
送付について

181
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1312 47 複合型サービス 5 その他 その他 病院又は診療所について、保険医療機関の指定があったときには、複合型サー
ビス（厚生労働省令で定めるものに限る。）の指定があったものとみなすこととさ
れているが、今回の訪問看護と小規模多機能型居宅介護の組み合わせによる
複合型サービスについては、この「厚生労働省令で定めるもの」に該当するの
か。

該当しない（＝みなされない。）。今後、医療系サービス同士の組み合わせによる複合型
サービスが創設された場合には、厚生労働省令で当該組み合わせによる複合型サービス
を定めることとなるが、今回の訪問看護と小規模多機能型居宅介護の組み合わせによる
複合型サービスはこの対象ではない。

24.3.16
事務連絡
介護保険最新情報vol.267
「平成２４年度介護報酬改
定に関するＱ＆Ａ(Vol.1)
（平成24 年3 月16 日）」の
送付について

182

1382 13 訪問看護事業 4 報酬 特別管理加算 「点滴注射を週3日以上行う必要があると認められる状態」として、特別管理加算
を算定する場合、週や月をまたがって週3日の要件を満たす場合はどのように取
り扱うのか。

点滴注射を7日間の医師の指示期間に3日以上実施していれば算定可能である。
例えば4月28日（土曜日）から5月4日（金曜日）までの7日間点滴を実施する指示が出た場
合（指示期間＊1）は、算定要件を満たす3日目の点滴を実施した4月に特別管理加算を算
定する。加算は医師の指示期間につき1回算定できるが、月をまたいだ場合でも、4月、5月
それぞれ3回以上点滴を実施しても両月で特別管理加算を算定することはできない。なお、
上記の場合、5月中に再度点滴注射の指示（＊2）があり要件を満たす場合は、5月も算定
可能となる。

※　平成24年Q＆A(vol.1)（平成24年3月16日）問33は削除する。

24.3.30
事務連絡
介護保険最新情報vol.273
「平成２４年度介護報酬改
定に関するＱ＆Ａ（Vol.2）
（平成24 年3 月30 日）」の
送付について

3

1383 13 訪問看護事業 4 報酬 特別管理加算 利用者が月の途中で医療保険の訪問看護の対象となった場合は看護・介護職
員連携強化加算を算定できるのか。

介護保険の訪問看護の利用期間中に、介護職員と同行訪問又は会議を行った場合は算
定できる。
※　平成24年Q＆A(vol.1)（平成24年3月16日）問43は削除する。

24.3.30
事務連絡
介護保険最新情報vol.273
「平成２４年度介護報酬改
定に関するＱ＆Ａ（Vol.2）
（平成24 年3 月30 日）」の
送付について

4

1384 15 居宅療養管理指導
事業

5 その他 同一建物居住者 医師の居宅療養管理指導において、同一の集合住宅等に居住する複数の利用
者に対して、同一日に２人に訪問診療を行う場合であって、１人は訪問診療のみ
を行い、もう１人は訪問診療と居宅療養管理指導を行う場合に、居宅療養管理指
導については、同一建物居住者以外の単位数を算定することとなるのか。

同一建物居住者以外の単位数を算定する。
なお、歯科医師による居宅療養管理指導についても同様の取扱いとなる。

24.3.30
事務連絡
介護保険最新情報vol.273
「平成２４年度介護報酬改
定に関するＱ＆Ａ（Vol.2）
（平成24 年3 月30 日）」の
送付について

5

1385 15 居宅療養管理指導
事業

3 運営 他の薬局との連携 既に在宅基幹薬局として居宅療養管理指導を実施している薬局が、サポート薬
局となることはできるのか。

サポート薬局となることができる。ただし、同一の利用者において、在宅基幹薬局とサポー
ト薬局との位置付けが頻繁に変わることは認められない。

24.3.30
事務連絡
介護保険最新情報vol.273
「平成２４年度介護報酬改
定に関するＱ＆Ａ（Vol.2）
（平成24 年3 月30 日）」の
送付について

6

日 月 火 水 木 金 土

４／２２ ２３ ２４ ２５ ２６ ２７ ２８

点滴

２９ ３０ ５／１ ２ ３ ４ ５

点滴 点滴 点滴 点滴 点滴 点滴

６ ７ ８ ９ １０ １１ １２

１３ １４ １５ １６ １７ １８ １９

点滴 点滴 点滴

指示期間＊１

指示期間＊２
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1386 15 居宅療養管理指導
事業

3 運営 他の薬局との連携 サポート薬局として１つの薬局が、複数の在宅基幹薬局と連携することは可能
か。

連携することは可能である。ただし、サポート薬局として在宅業務に支障がない範囲で対
応する必要がある。

24.3.30
事務連絡
介護保険最新情報vol.273
「平成２４年度介護報酬改
定に関するＱ＆Ａ（Vol.2）
（平成24 年3 月30 日）」の
送付について

7

1387 15 居宅療養管理指導
事業

3 運営 他の薬局との連携 サポート薬局が在宅基幹薬局に代わり医療用麻薬を使用している利用者の居宅
療養管理指導を実施する場合は、在宅基幹薬局及びサポート薬局のいずれの
薬局も麻薬小売業の免許を取得していなければならないのか。

いずれについても免許を取得していることが必要である。 24.3.30
事務連絡
介護保険最新情報vol.273
「平成２４年度介護報酬改
定に関するＱ＆Ａ（Vol.2）
（平成24 年3 月30 日）」の
送付について

8

1404 40 定期巡回・随時対応
型訪問介護看護事業

3 運営 訪問看護の事業を一体的に行う
場合の取扱いについて

　一体型定期巡回・随時対応サービスの管理者の資格要件は定められていない
が、当該事業所が訪問看護事業所の指定を受けようとする場合の取扱い如何。

　一体型定期巡回・随時対応サービス事業所の管理者が保健師又は看護師以外の者で
ある場合は、一体的に実施する訪問看護事業所には当該管理者とは別の管理者（保健師
又は看護師）を配置する必要がある（結果として同一の事業所の事業ごとに２人の管理者
が置かれることとなる。）。
　　また、この場合、事業所全体で常勤換算２．５人以上の看護職員が配置されていれば、
いずれの事業の基準も満たすものである。
なお、当該訪問看護事業所の管理者は、一体型定期巡回・随時対応サービス事業所にお
ける保健師又は看護師とすることも可能である。

24.3.30
事務連絡
介護保険最新情報vol.273
「平成２４年度介護報酬改
定に関するＱ＆Ａ（Vol.2）
（平成24 年3 月30 日）」の
送付について

22

1405 40 定期巡回・随時対応
型訪問介護看護事業

3 運営 訪問看護の事業を一体的に行う
場合の取扱いについて

　一体型定期巡回・随時対応サービス事業所が、健康保険法の訪問看護事業所
のみなし指定を受ける場合の取扱い如何。

　一体型定期巡回・随時対応サービス事業所において看護職員が常勤換算方法で２．５人
以上配置されており、かつ、管理者が常勤の保健師又は看護師である場合は健康保険法
の訪問看護事業所の指定があったものとみなすこととされている。
したがって、一体型定期巡回・随時対応サービス事業所の管理者が保健師又は看護師で
ない場合は、当該みなし指定の対象とならない。
ただし、この場合であっても、同一の事業所で一体的に介護保険法の訪問看護事業所を
運営している場合は、当該訪問看護事業所が健康保険法のみなし指定の対象となり、事
業所全体で常勤換算２．５人以上の看護職員が配置されていれば、いずれの事業の基準
も満たすものである。

24.3.30
事務連絡
介護保険最新情報vol.273
「平成２４年度介護報酬改
定に関するＱ＆Ａ（Vol.2）
（平成24 年3 月30 日）」の
送付について

23

1406 40 定期巡回・随時対応
型訪問介護看護事業

4 報酬 報酬の取扱い 　訪問看護サービスの利用者について当該利用者の心身の状況等により訪問看
護サービスを行わなかった場合、定期巡回・随時対応型訪問介護看護費（Ⅰ）
（２）（訪問看護サービスを行う場合）の算定はできるのか。

　利用者の都合や、月の途中で医療保険の訪問看護の給付対象となった場合、一時的な
入院をした場合などのやむを得ない事情により、居宅サービス計画や定期巡回・随時対応
サービス計画において定期的に訪問することを位置付けていた訪問看護サービスを提供
することが結果としてなかった月においては、定期巡回・随時対応型訪問介護看護費（Ⅰ）
（２）の算定は可能（医療保険の訪問看護の給付対象となった日数を除く。）である。
なお、この場合、利用者にとって真に必要なサービスが提供されるよう、適切なアセスメン
トとケアマネジメントにより、居宅サービス計画や定期巡回・随時対応サービス計画の見直
しを検討すべきである。

　※　定期巡回･随時対応サービスと連携して訪問看護を行う場合の訪問看護費の取扱い
についても同様。

24.3.30
事務連絡
介護保険最新情報vol.273
「平成２４年度介護報酬改
定に関するＱ＆Ａ（Vol.2）
（平成24 年3 月30 日）」の
送付について

24

実施する事業 管理者
健康保険法における訪問看
護事業所のみなし指定

事業所全体で確保すべき看
護職員数（常勤換算方法）

事業所Ａ
一体型定期巡回・随時対応
サービス

保健師又は看護師 ○ ２．５人以上

一体型定期巡回・随時対応
サービス

保健師又は看護師以外 ×

訪問看護（介護保険） 保健師又は看護師 ○

２．５人以上事業所Ｂ

18/19



介護サービス関係 Q&A集

サービス種別 基準種別 項目 質問 回答
ＱＡ発出時期、文書

番号等
番号

1426 13 訪問看護事業 4 報酬 理学療法士等による訪問看護 複数の事業所の理学療法士等が１人の利用者に対して訪問看護を1 日に合計し
て３回以上行った場合は、それぞれ90/100 に相当する単位数を算定するのか。

それぞれ90/100 に相当する単位数を算定する。 24.4.25
事務連絡
介護保険最新情報vol.284
「平成２４年度介護報酬改
定に関するＱ＆Ａ（vol．3）
（平成24年4月25日）」の送
付について

1

1427 13 訪問看護事業 4 報酬 複数名による訪問看護 理学療法士等が看護師等と一緒に利用者宅を訪問しサービスを提供した場合
に、基本サービス費はいずれの職種の報酬を算定するのか。
この場合、同時に複数名の看護師等が訪問看護を行った場合に係る加算を算定
することは可能か。

基本サービス費は、主に訪問看護を提供するいずれかの職種に係る報酬を算定する。
また、同時に複数名が訪問看護を行った場合に係る加算の算定は可能である。なお、理
学療法士等が主に訪問看護を行っている場合であっても、訪問看護の提供回数ではなく、
複数名での訪問看護の提供時間に応じて加算を算定する。

24.4.25
事務連絡
介護保険最新情報vol.284
「平成２４年度介護報酬改
定に関するＱ＆Ａ（vol．3）
（平成24年4月25日）」の送
付について

2

1428 13 訪問看護事業 4 報酬 特別管理加算 今回の改定において特別管理加算の対象者から、ドレーンチューブを使用してい
る状態が削除されているが、ドレーンチューブを使用している状態にある利用者
に訪問看護を行った場合に特別管理加算は算定できなくなったのか。

ドレーンチューブを使用している状態にある者は、留置カテーテルを使用している状態にあ
る者に含まれるため、特別管理加算（Ⅰ）を算定することが可能である。

24.4.25
事務連絡
介護保険最新情報vol.284
「平成２４年度介護報酬改
定に関するＱ＆Ａ（vol．3）
（平成24年4月25日）」の送
付について

3

1429 13 訪問看護事業 4 報酬 特別管理加算 経管栄養や中心静脈栄養の状態にある利用者については特別管理加算（Ⅰ）と
特別管理加算（Ⅱ）のどちらを算定するのか。

経管栄養や中心静脈栄養の状態にある利用者は留置カテーテルを使用している状態にあ
る者であるため、特別管理加算（Ⅰ）を算定する。

24.4.25
事務連絡
介護保険最新情報vol.284
「平成２４年度介護報酬改
定に関するＱ＆Ａ（vol．3）
（平成24年4月25日）」の送
付について

4

1430 15 居宅療養管理指導
事業

4 報酬 同一建物居住者 同一日に、同一の集合住宅等に居住する2 人の利用者に対し、居宅療養管理指
導事業所の医師が訪問し、居宅療養管理指導を行う際に、1 人が要介護者で、
もう1 人が要支援者である場合は、同一建物居住者の居宅療養管理指導費又は
介護予防居宅療養管理指導費を算定するのか。

要介護者は同一建物居住者に係る居宅療養管理指導費を、要支援者は同一建物居住者
に係る介護予防居宅療養管理指導費を算定する。
なお、他の職種についても同様の取扱いとなる。

24.4.25
事務連絡
介護保険最新情報vol.284
「平成２４年度介護報酬改
定に関するＱ＆Ａ（vol．3）
（平成24年4月25日）」の送
付について

5

1434 40 定期巡回・随時対応
型訪問介護看護事業

4 報酬 報酬について 訪問看護事業所が、新たに定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所と連携し
て訪問看護を行う場合、連携する定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所の
名称等の届出を行い、訪問看護費を算定することとなるが、いつから当該訪問看
護費を算定することができるのか。

都道府県が当該届出を受理した後（訪問看護事業所が届出の要件を満たしている場合に
限る。）に、利用者が訪問看護の利用を開始した日から算定することが可能である。
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1435 47 複合型サービス 4 報酬 事業所が病院又は診療所であ
る場合

介護保険法令には、病院又は診療所において保険医療機関の指定があったとき
には、複合型サービス（厚生労働省令で定めるものに限る。）の指定があったも
のとみなす旨の規定があるが、今回の訪問看護と小規模多機能型居宅介護の
組合せによる複合型サービスはみなし指定に該当するのか。

今回の訪問看護（医療系サービス）と小規模多機能型居宅介護（福祉系サービス）の組合
せによる複合型サービスはみなし指定には該当しない。
なお、当該規定は医療系サービスと医療系サービスによる複合型サービスが創設された
場合に、当該複合型サービスをみなし指定を行う対象とすることを想定している規定であ
る。
（参考）
複合型サービスは、現在のところ、訪問看護と小規模多機能型居宅介護の組合せによる
サービスのみ規定している。
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